建物賃貸借契約書（居住用）
　賃貸人○○（以下「甲」という。）、賃借人△△（以下「乙」という。）、及び連帯保証人××（以下「丙」という。）は、以下のとおり建物賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（物件の表示）
　甲及び乙は、甲を貸主、乙を借主として、下記の貸室（以下「本物件」という。）を以下の内容により建物賃貸借契約を締結した。
記
所　　在
大阪市〇〇区○○町□□
家屋番号
△△番
建物構造
鉄骨コンクリート造１０階建
床面積
○○平方メートル
名称
□□マンション
対象賃室
６階○号室（床面積○平方メートル）
以上
第２条（使用目的）
　乙は、本物件を乙の住居として使用するものとし、居住目的以外に使用してはならない。
第３条（賃貸借期間）
１　本物件の賃貸借期間は、２０１７年○月○日より２０２０年○月○日までとする。
２　前項の期間満了の６か月前までにいずれの当事者からも書面による更新を拒絶する旨の意思表示がないときは、従前の契約と同一の条件で契約が更新されたものとする。
第４条（賃料及び賃料の支払）
　賃料は月額金○万円（消費税別）とし、乙は毎月末日までに翌月分を甲の指定する銀行口座に振り込み支払うものとする。振込手数料は乙の負担とする。但し、１か月に満たない賃料は、１か月を３０日として日割り計算した額とする。
第５条（賃料の改定）
　本物件の公租公課、経済情勢、物価の著しい変動等により賃料を増減する必要が生じたときは、双方協議の上改定することができる。
第６条（賃料外費用）
　本物件の公租公課については甲の負担とし、電気使用料金、水道使用料金、ガス使用料金、衛生費、その他本物件の使用上必要な諸費用はすべて乙の負担とする。但し、乙が本物件に付加工事を施した設備等にかかる公租公課及び付加工事を施したことで本物件にかかる公租公課が増額された場合のその増額分にかかる金額は乙の負担とする。
第７条（修繕費の負担）
　本物件の構造躯体部分に関する維持修繕費用は甲の負担とし、付属設備の管理に要する諸費用及び本物件の部分的な修繕費用は乙の負担とする。
第８条（本物件の補修等）
１　乙は本物件の補修・造作等、本物件の現状を変更する必要が生じた場合、事前に甲に申し出て、甲乙協議の上甲が当該現状変更につき承諾した場合には、甲の指定又は承認する工事業者によって、乙の費用負担でこれを実施する。
２　乙は、前項に基づく補修・造作等に関し、甲に対する造作買取請求権を行使しないものとする。
３　乙は、甲が同意した場合を除き、本物件の明渡しの際、第１項の変更箇所について、乙の費用負担でこれらを原状に復さなければならない。ただし、甲が乙に対し残置することに同意した動産についてはこの限りではない。
第９条（遅延損害金）
　乙が本契約による金銭債務について支払を遅滞したときは、甲は乙に対し、乙が遅滞に陥った日から履行済みまで、年１４．６パーセントの割合による遅延損害金を請求することができる。
第１０条（不可抗力免責）
　天災地変、その他不可抗力により本物件の全部又は一部が滅失若しくは破損して、本物件の使用が不可能となった場合、本契約は当然に終了するものとする。
第１１条（立入り）
　甲又は甲の使用人は建物保存、衛生、防犯、防火、救護その他、本物件の管理上必要があるときは、予め乙に通知した上で本物件に立入り、点検、その他の適宜の措置をとることができ、乙は甲の措置に協力しなければならない。
第１２条（館内規則）
　甲は、本物件を含むマンション全体の便宜並びに秩序維持のため、館内規則を設け、乙はこの館内規則を厳守しなければならない。
第１３条（敷金）
１　乙は、甲に対し、本契約に関し生じる乙の一切の債務の担保として金○○万円の敷金を本契約締結日に預託するものとする。
２　甲は、乙に賃料未払等、本契約に関し乙が甲に対して負担する債務の不履行が生じたときは、催告なく直ちに敷金をこれらの債務の弁済に充当することができる。この場合、充当により敷金に不足額が生じたときは、甲は乙に対してその旨通知し、乙は、通知を受けた後１５日以内に不足額を追加して甲に対し預託しなければならない。
３　本契約が終了し、未払賃料等乙の債務があるときは、甲は、敷金の額からこれらの債務の額を差し引いた上、乙が甲に対する本物件の明渡しを完了した後３０日以内に、残額を乙に対し返還するものとする。この場合、返還する敷金には利息を付さない。
４　乙は、敷金返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権等の担保の目的に供することはできない。
５　乙は、本契約の有効期間中、甲に対し、敷金返還請求権をもって賃料支払債務と相殺することができない。
第１４条（譲渡、転貸等の禁止）
　乙は、甲の事前の書面による承諾なく、本物件の賃借権を第三者に譲渡し又は本物件を第三者に転貸してはならない。
第１５条（中途解約）
　乙は、転勤、療養、親族の介護その他のやむを得ない事情により本物件を自己の生活の本拠として使用することが困難となったときは、契約期間中であっても、甲に対して本契約の解約の申入れをすることができる。なお、この場合、本契約は解約の申入れの日から１か月を経過することによって終了する。
第１６条（契約の解除）
１　乙に次の事由の一つでも該当することがあったとき、甲は何らの催告を要することなく本契約を即時解除することができる。
（１）賃料その他諸費用等を２か月以上支払わないとき
（２）使用目的に違反し、催告してもなお改善しないとき
（３）本契約の各条項又は館内規則に定める禁止条項に違反し、催告してもなお改善しないとき
（４）成年被後見人若しくは被保佐人の宣告を受けたとき
２　前項各号の事由その他乙の責めに帰すべき事由により、本契約が解除された場合、乙は、次条の規定に従って、契約解除の日から３０日以内に甲に本物件を原状に復した上で明渡さなければならない。
第１７条（明渡し及び原状回復）
１　乙は、本物件の明渡しに際し、乙が所有又は保管する一切の動産を撤去し、原状回復を行うものとする。
２　乙が、前項の義務を履行しないときは、甲は乙の費用負担において本物件を原状に復することができる。
３　乙は、本物件の明渡しに際し、甲に対し、立ち退き料、移転料、その他名目の如何を問わず、何らの金銭請求も行わないものとする。
第１８条（明渡し遅延）
　乙は、期間満了により本契約が終了した場合、本契約終了と同時に本物件を明渡すこととし、乙が本物件の明渡しを遅滞したときは、契約終了日から明渡し完了までその日数に応じ、従前賃料の倍額に相当する損害金を甲に支払わなければならない。
第１９条（連帯保証）
　丙は、本契約に基づき乙が甲に対して負担する一切の債務について保証し、乙と連帯して責任を負う。
第２０条（反社会的勢力の排除）
１　甲、乙及び丙は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時において、自ら（法人の場合は、代表者、役員又は実質的に経営を支配する者。）が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲、乙又は丙のいずれかが前項の確約に反する事実が判明したとき、その相手方は、何らの催告もせずして、本契約を解除することができる。
第２１条（合意管轄）
　本契約より生じる権利義務に関する紛争については、甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第２２条（規定外事項）
　本契約に定めのない事項及び本契約の規定にない事項については、甲乙双方誠実に協議して解決するものとする。
本契約締結の証として、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を保有する。
平成○○年○○月○○日
甲　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　A

　　　　代表取締役　　○○　○○
乙　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　B

　　　　代表取締役　　○○　○○

